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（地Ⅲ１５５）

平成１５年９月３０日

都道府県医師会

　　　感染症危機管理担当理事  殿

日本医師会感染症危機管理対策室長  

雪　下　　國　雄

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

及び検疫法の一部を改正する法律案」の概要の送付について

　時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。

  さて、厚生労働省厚生科学審議会感染症分科会「感染症対策の見直しについて（提言）」

につきましては、平成１５年８月２１日付（地Ⅲ１２２）をもってお送りいたしました。

　この提言を受けて厚生労働省では、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関

する法律及び検疫法の一部を改正する法律案」を今国会に提出いたしました。１１月１日

からの施行を目指しております。

　つきましては、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律及び検疫法

の一部を改正する法律案」の概要をお送りいたしますので、貴会におかれましてもご了知

いただきますようよろしくご高配のほどお願い申し上げます。



感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律及び
検疫法の一部を改正する法律案の概要

今冬に向けてＳＡＲＳへの対策をより迅速かつ的確に講ずるため、国内におけ
る感染症対策として①感染症の類型の見直し、②国による対応の強化、③動物の
輸入届出制度の創設、④検疫との連携の強化を行うとともに、水際対策たる検疫
の強化を行うことを内容とする感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関
する法律及び検疫法の改正を行う。

１ 概要
(1) 国内における感染症対策の強化(感染症の予防及び感染症の患者に対する医療
に関する法律の改正)
① 感染症の類型の見直し
一類感染症に「重症急性呼吸器症候群」及び「痘そう｣(天然痘)を追加する
とともに、媒介動物の輸入規制、消毒、ねずみ等の駆除等の措置がとれる感染
症の類型を創設する。

② 国による対応の強化
緊急の必要があるときには、国が自ら積極的疫学調査を実施できるようにす
るとともに、都道府県知事等が行う感染動向の把握及びまん延防止のための事
務に関し、厚生労働大臣が必要な指示をすることとができることとする。

③ 動物の輸入届出制度の創設
感染症を感染させるおそれがある動物及びその死体を輸入する者は、輸出国
における検査の結果、感染症にかかっていない旨の証明書を添付し、動物等の
種類、数量等を届出なければならないこととする。

④ 検疫との連携の強化
都道府県知事等は、検疫法に基づき、検疫所長から健康状態に異状が生じた
入国者についての通知を受けたときは、当該者に対し必要な質問又は調査を行

【(2)①と関連】うことができることとする。(調査結果は厚生労働大臣に報告)

(2) 検疫の強化(検疫法の改正)
① 検疫感染症に感染したおそれのある者に対する入国後の健康状態の確認等
検疫所長は、検疫感染症に感染したおそれのある者に対し、入国後の居所等
について報告を求めるとともに、一定の期間、体温等の健康状態の報告を求め
ることができることとする。
検疫所長は、上記の報告により健康状態に異状が生じた者を確認したときは、
その者の居所を管轄する都道府県知事等に通知しなければならないこととする。

② 新感染症についての医師の診察
厚生労働大臣は、外国に新感染症が発生した場合、緊急の必要があると認め
るときは、検疫所長に対し、当該新感染症にかかっていると疑われる者に対す
る診察を行うよう指示できることとする。

２ 施行期日
公布の日から起算して２０日を経過した日。ただし、動物の輸入届出制度の創設
については、公布の日から２年以内で政令で定める日。



「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律
及び検疫法の一部を改正する法律案」の概要

Ⅰ．感染症法の改正内容

１．緊急時における感染症対策の強化
（１）感染症の発生状況等の調査に関する国の事務の追加（第１５条関係）

厚生労働大臣は、緊急の必要があると認めるときは、自ら感染症の発生状況等
の調査を行うことができることとする。

（２）緊急時における感染症の予防等に関する計画の策定（第９条、第１０条関係）
厚生労働大臣の定める基本指針及び都道府県の定める予防計画の中に、緊急時
における感染症の予防等の計画の策定に関する事項を追加する。

（３）関係行政機関に対する指示権限の創設（第６３条の２関係）
厚生労働大臣は、感染症の発生を予防し、又はまん延を防止するため緊急の必

要があると認めるときは、この法律の規定により都道府県知事等が行うこととさ
れている事務に関し、必要な指示をすることができることとする。

２．動物由来感染症対策の強化
（１）動物の輸入に係る届出制度の創設（第５６条の２関係）

動物及びその死体を輸入する者は、輸出国に感染症を感染させるおそれがある
おける検査の結果、感染症にかかっていない旨の証明書を添付するとともに、種
類、数量、輸入の時期等を届け出なければならないこととする。

（２）感染症を感染させる動物等の調査（第１５条、第１５条の３関係）
感染症の発生状況等の調査において、感染症を感染させるおそれがある動物①

の所有者等に対し質問又は必要な調査ができることを明確化する。又はその死体
都道府県知事等は、感染症を感染させるおそれがある動物 の調② 又はその死体
査を行うことができることを明確化する。

（３）獣医師等の責務規定の創設（第５条の２関係）
獣医師、獣医療関係者について、国及び地方公共団体が講ずる施策に協力する

よう努めなければならないこととする。また、動物等取扱業者について、動物の
適切な管理その他の必要な措置を講ずるよう努めなければならないこととする。

３．感染症法の対象疾病及び疾病分類の見直し等
（１）感染症の類型の見直し等（第６条関係）

一類感染症に「重症急性呼吸器症候群」及び「痘そう｣(天然痘)を追加する。①

現行の四類感染症のうち鳥インフルエンザ等について、媒介動物の輸入規制、②
消毒、ねずみ等の駆除等の措置を講ずることができるようにするため、四類感

染症の類型を見直す。
（２）都道府県等による迅速な措置（第２７条、第２８条、第２９条関係）

都道府県知事等が、市町村に指示するだけでなく、消毒及びねずみ等の駆除の
措置を自ら行うことができることとする。

（３）地方公共団体における調査体制の強化・連携（第３条、第１５条関係）

国及び地方公共団体の責務に、病原体の検査体制の整備を位置付ける。①
都道府県等は、感染症の発生状況等の調査を行うため、他の都道府県等に対②

し、検査研究機関の職員の派遣等の協力を求めることができることとする。



４．検疫との連携（第１５条の２関係）
都道府県知事等は、検疫法に基づき、検疫所長から検疫感染症に感染したおそ

れのある者であって健康状態に異状が生じたものに係る通知を受けたときは、当
該者に対し必要な質問又は調査を行うことができることとする。

５．罰則
に係る罰則を整備する。２（１）及び４

Ⅱ．検疫法の改正内容

１．検疫感染症に感染したおそれのある者に対する入国後の健康状態の確認等（第１
８条関係）
① 検疫所長は、検疫感染症の病原体に感染したおそれのある者に対し、旅券の提

示を求め、入国後の居所、連絡先、氏名及び旅程等の報告を求めるとともに、一
定の期間、健康状態の報告を求め、質問を行うことができることとする。

② 検疫所長は、①の結果、健康状態に異状が生じた者を確認したときは、保健所
その他の医療機関の診察を受けるべき旨その他必要な事項を指示するとともに、
当該指示した旨を当該者の居所の所在地を管轄する都道府県知事等に通知しなけ

ればならないこととする。

２．新感染症についての医師の診察（第３４条の２関係）

の発生を予防厚生労働大臣は、外国に新感染症が発生した場合、当該新感染症
ため緊急の必要があると認めるときは、検疫所長に、当該し、まん延を防止する

新感染症にかかっている 者に対する診察を行うことを行わせることがと疑われる
できることとする。

３．病原体の検査が必要な感染症の検疫感染症への追加（第２条関係）
国内への病原体の侵入を防止するため、医師による診察及び病原体の有無の検

査が必要な感染症（デング熱、マラリア等）を検疫の対象となる感染症に機動的
に追加することができるよう、検疫感染症の規定方法を見直す。

４．新四類感染症に係る応急措置等（第２４条、第２６条の３関係）
感染症法の四類感染症の類型の見直しに伴い、①新四類感染症の患者等を発見
した場合の診察・消毒等の応急措置、②新四類感染症の病原体保有者を発見した

場合の都道府県知事等への通知の規定を整備する。

５．罰則

１及び２に係る罰則を整備する。

Ⅲ．施行期日

公布の日から起算して２０日を経過した日。ただし、動物の輸入に係る届出制度

の創設は、公布の日から２年以内で政令で定める日。
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